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（官民連携新技術研究開発事業実施計画書の記入例） 

 

 

別記様式第１号（第１の１及び２関係） 

 

令和５年度官民連携新技術研究開発事業実施計画書（新技術研究開発） 

 

令和 年 月 日 

農林水産省農村振興局長 殿 

                     新技術研究開発組合代表者 

                       所 在 地 ○○県○○市○○ 

団 体 名 ○○株式会社 

                       代表者氏名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

令和４年度において、下記のとおり官民連携新技術研究開発事業（新技術研究開発）を実施したいので、

官民連携新技術研究開発事業実施要領第１の２の規定に基づき提出する。 

 

記 

 

１ 研究開発概要 

（１）研究開発課題名 

（記入例） 

 「○○における◎◎技術の開発」 

※課題名を記載 

 

（２）事業の目的 

（記入例） 

※目的の記載にあたっては、農業農村整備事業の現場における現状と課題、ニーズを明確

にしたうえで、本研究開発で技術開発がなされることで如何に解決されるかを説明する

こと。また、研究開発成果を活用する施設や対象者などをできる限り明確に定量的に記

載すること。 

 

（３）事業の効果 

（記入例） 

※事業の効果の記載にあたっては、研究開発成果の農業農村整備事業へ普及可能性（現状

の課題、当該技術のメリット、適用条件等についての考察など）、農業農村整備事業へ

の実用化・事業化への発展可能性などを記載すること。また開発された技術の社会実装

の目途（時期）を明確にすること。 

 

別 添 



（４）事業実施主体を構成する民間企業及び試験研究機関の名称及び研究員の氏名（研究員の略歴を添付

すること。） 

（記入例） 

   １）事業実施主体（新技術研究開発組合）を構成する民間企業の名称 

   ①△△△株式会社 

   ②株式会社□□□  

※民間団体(セクターＡ)の名称を記載 

２）試験研究機関の名称 

    ①○○研究所○○部 

    ②○○大学○○学部○○科 

※試験研究機関(セクターＢ、Ｃ)の名称を記載 

３）研究員の氏名 

  ①事業実施主体（新技術研究開発組合）を構成する民間企業における研究員 

氏名 所属・役職 

◎農林 太郎 △△△株式会社・・・部・・・長 

官民 次郎 △△△株式会社・・・部・・・長 

○○ ○○ 株式会社□□□・・・部・・・長 

○○ ○○ 株式会社□□□・・・部・・・長 

○○ ○○ 株式会社□□□・・・部・・・長 

     （注１）◎は研究総括者 

     （注２）研究員の略歴は別添のとおり 

 ②試験研究機関における研究員 

氏名 所属・役職 

試験 一郎 ・・・研究所・・・部・・・長 

研究 二郎 ・・・大学・・・部・・・学科教授 

     （注）研究員の略歴は別添のとおり 

 

２ 事業の内容及び計画 

（１）研究開発の内容 

  （記入例） 

  〇事業目的で説明した課題をもとに、研究開発の内容及び流れがわかる様、検討フロー等を用

いて説明すること。 

１）△△△の開発 

※研究開発の内容ごとに項目立てを行い、文章で具体的内容を記載。図表や写真等で分

かりやすくなるように補足すること。また、開発する技術の新規性や既存技術に対す

る新技術の導入効果など定量的な効果の評価方法等について具体に記載すること。 

   ２）□□□の開発 

※研究開発の内容ごとに項目立てを行い、文章で具体的内容を記載。図表や写真等で分

かりやすくなるように補足すること。また、開発する技術の新規性や既存技術に対す



る新技術の導入効果など定量的な効果の評価方法等について具体に記載すること。 

  ３）実証試験 

※文章で具体的内容を記載。図表や写真等で分かりやすくなるように補足すること。ま

た、開発する技術の新規性や既存技術に対する新技術の導入効果など定量的な効果の

評価方法等について具体に記載すること。国及び都道府県等のフィールドを活用して

実証試験を行う場合には、必要性を明示すること。 

   ４）機能監視（開発した技術について、実証試験後も継続して監視すること） 

※実施する場合のみ記載すること。（機能監視とは、実証試験実施後に、開発した技術

の状況を継続監視することをいう。） 

  ５）研究開発成果の活用 

※開発された技術について、従来技術と比較することによる利点及びメリットを、数

値及びデータ等を用いて具体的に説明すること。また開発された技術の普及に向け

て、成果（○○機器、△△手法及び□□マニュアルなど）を活用するにあたっての

有効性（コスト縮減等）、対象施設及び対象者などを記載補足すること。コストの

縮減にあたっては想定される数値も明記すること。 

 

（２）基礎となる試験研究等の概要及び研究開発における技術的問題点と対応策 

（記入例） 

   １）基礎となる試験研究の概要  

※本技術開発以前の既往知見、試験研究結果、類似事例等を記載すること。 

    ①△△△の研究 

※基礎となる試験研究の概要ごとに項目立てを行い、文章で内容を記載すること。また

必要に応じて、図表や写真等で分かりやすく補足すること。 

    ②□□□の技術 

※基礎となる試験研究の概要ごとに項目立てを行い、文章で内容を記載すること。必要

に応じて、図表や写真等で分かりやすくなるように補足すること。 

   ２）技術的問題点 

※本技術開発以前の既往知見、類似事例等が抱える問題点を抽出すること。（従来技術

との比較、開発予定の技術の新規性について説明すること。）また従来技術がない場

合、なぜこのような技術手段が採用されなかったのか説明すること。 

    ①△△△の研究に対する問題点 

※項目立てを行い、文章で技術的問題点を記載すること。必要に応じて、図表や写真等

で分かりやすくなるように補足すること。 

    ②□□□の技術に対する問題点 

※項目立てを行い、文章で技術的問題点を記載すること。必要に応じて、図表や写真等

で分かりやすくなるように補足すること。 

   ３）対応策 

    ※上記２）の技術的課題に対して、本研究開発の中でどのように具体的に対応するか記

述すること。 

    ①△△△への対応策 



※技術的問題点の項目ごとに、文章で対応策を記載すること。必要に応じて、図表や写

真等で分かりやすくなるように補足すること。 

    ②□□□への対応策 

※技術的問題点の項目ごとに、文章で対応策を記載すること。図表や写真等で分かり

やすくなるように補足すること。 

 

（３）試験研究機関と事業実施主体及び事業実施主体内の役割分担及び経費分担（試験研究機関が分担す

る研究に係る経費を除く。） 

（記入例） 

１）本事業における試験研究機関と事業実施主体との役割分担 

【役割分担表】 

研究開発の項目 

事業実施主体 
（新技術研究開発組合） 

試験研究機関 

・・・(株) (株)・・・ ・・研究所 ・・大学 

△△△の開発 ◎ ○ ○ － 

□□□の開発 ○ ◎ ○ ○ 

実証試験 ○ ◎ － ○ 

機能監視 
※実施する場合のみ記載 

○ ◎ ○ ○ 

（注）◎は主担当、○は担当 

※本事業において、本事業において、試験研究機関が事業実施主体に対して、どのような

視点で助言・指導を行うか、文章等で記述すること。また、本事業応募までの打合せや

相談内容について記述すること。 

※これまで、試験研究機関と事業実施主体との連携実績（連携事業、共同調査、協力関係

など）があれば、文章等で記述すること。 

 

２）経費分担 

【経費分担表】                       （単位：円） 

事業実施主体 
（新技術研究開発組合） 

令和○年度 令和△年度 令和□年度 合計 備考 

△△△(株) ・・・円 ・・・円 ・・・円 ・・・円  

(株) □□□ ・・・円 ・・・円 ・・・円 ・・・円  

※年度別の経費分担の金額を記載すること。（円単位） 

 

（４）研究開発の年度計画（具体的な内容の別に年度計画を示すこと。） 

（記入例） 

【年度計画表】 

研究開発の項目 
令和○年度 令和△年度 令和□年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 

△△△の研究開発  
 

   
 

□□□の研究開発   
 

  
 



実証試験    
 

  

機能監視 
※実施する場合のみ記
載 

      

    （注）    は作業実施時期 

   ※技術開発の項目別に記載すること。 

 

（５）実証試験計画（時期、場所、内容等を記載すること。） 

（記入例） 

１）実証試験計画 ※必要な場合に記載 

    ①時期 

     令和○年○月から令和○年○月までを予定 

②場所 

     ○○地区（○○県）の○○水路を予定 

予定している施設等の図面を添付すること。 

③内容 

     ○○水路の施設管理者（○○県）と打合せを実施し、〇〇、△△を調整（予定） 

      ※現時点の関係機関との調整状況を記載や今後の予定などを記載すること。 

令和○年○月に、○○水路の施設管理者（○○県）と打合せを実施し、〇〇、△△を調整 

      ※調整未実施の場合、今後の調整予定を記載すること。 

    ④その他、特記事項  ※必要な場合に記載すること。 

 

２）機能監視計画 ※必要な場合に記載 

    ①時期 

     令和○年○月から令和○年○月までを予定 

②関係機関との調整状況 

     ○○水路の施設管理者（○○県）と打合せを実施し、〇〇、△△を調整（予定） 

     ※現時点の関係機関との調整状況を記載や今後の予定などを記載すること。 

    ③その他、特記事項  ※必要な場合に記載すること。 

 



３ 経費の配分及び負担区分 

    区   分 ○年度 ○年度 ○年度 合 計 備考 

 

（１）研究開発費 

  ア 研究員費 

  イ 施設・備品費 

  ウ 試験研究費 

（２）実証試験費 

  ア 実証試験工事費 

  イ 機能監視費 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計 補助事業に要する経費      

 

 
上記の 

負担区分 

国庫補助金      

自己資金      

（注）１ 研究員費とは、研究に従事するもの（役員を除く。）の研究時間に対する経費をいう。 

   ２ 施設・備品費とは、機械・装置若しくは工具・器具・備品の購入、外注加工、試作、改良、据付け、修繕又は保守に要す

る経費をいう。 

   ３ 試験研究費とは、他の項目に属さない経費のうち、旅費、原材料費、副資材費、依頼分析費、消耗品費、賃金等をいう。 

   ４ 実証試験工事費とは、実証試験に係る工事のうち測定機器設置に要する経費をいう。 

   ５ 機能監視費とは、実証試験に係る工事により造成した施設等の機能監視に要する経費をいう。 

 

４ 事業完了予定年月日 

（記入例） 

   令和○年○月○日 

（注）各年度の事業完了ではなく、認定を受けようとする事業全体にかかる完了の年月日を記

載すること。 

 

 
（注）添付書類のうち研究員の略歴について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は

、当該ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

 


